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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｍｇを０．１５ｍａｓｓ％以上０．３５ｍａｓｓ％未満の範囲内、Ｐを０．０００５ｍ
ａｓｓ％以上０．０１ｍａｓｓ％未満の範囲内で含み、残部がＣｕおよび不可避的不純物
からなり、
　導電率が７５％ＩＡＣＳ超えであるとともに、
　走査型電子顕微鏡観察において、粒径０．１μｍ以上のＭｇとＰを含有する化合物の平
均個数が、０．５個／μｍ２以下とされていることを特徴とする電子・電気機器用銅合金
。
【請求項２】
　Ｍｇの含有量〔Ｍｇ〕（ｍａｓｓ％）とＰの含有量〔Ｐ〕（ｍａｓｓ％）が、
　　〔Ｍｇ〕＋２０×〔Ｐ〕＜０．５
の関係式を満たしていることを特徴とする請求項１に記載の電子・電気機器用銅合金。
【請求項３】
　Ｍｇの含有量〔Ｍｇ〕（ｍａｓｓ％）とＰの含有量〔Ｐ〕（ｍａｓｓ％）が、
　　〔Ｍｇ〕／〔Ｐ〕≦４００
の関係式を満たすことを特徴とする請求項１又は請求項２に記載の電子・電気機器用銅合
金。
【請求項４】
　圧延方向に対して直交方向に引張試験を行った際の０．２％耐力が３００ＭＰａ以上で
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あることを特徴とする請求項１から請求項３のいずれか一項に記載の電子・電気機器用銅
合金。
【請求項５】
　残留応力率が１５０℃、１０００時間で５０％以上であることを特徴とする請求項１か
ら請求項４のいずれか一項に記載の電子・電気機器用銅合金。
【請求項６】
　請求項１から請求項５のいずれか一項に記載の電子・電気機器用銅合金からなることを
特徴とする電子・電気機器用銅合金板条材。
【請求項７】
　表面にＳｎめっき層又はＡｇめっき層を有することを特徴とする請求項６に記載の電子
・電気機器用銅合金板条材。
【請求項８】
　請求項６又は請求項７に記載された電子・電気機器用銅合金板条材からなることを特徴
とする電子・電気機器用部品。
【請求項９】
　表面にＳｎめっき層又はＡｇめっき層を有することを特徴とする請求項８に記載の電子
・電気機器用部品。
【請求項１０】
　請求項６又は請求項７に記載された電子・電気機器用銅合金板条材からなることを特徴
とする端子。
【請求項１１】
　表面にＳｎめっき層又はＡｇめっき層を有することを特徴とする請求項１０に記載の端
子。
【請求項１２】
　請求項６又は請求項７に記載された電子・電気機器用銅合金板条材からなることを特徴
とするバスバー。
【請求項１３】
　表面にＳｎめっき層又はＡｇめっき層を有することを特徴とする請求項１２に記載のバ
スバー。
【請求項１４】
　請求項６又は請求項７に記載された電子・電気機器用銅合金板条材からなることを特徴
とするリレー用可動片。
【請求項１５】
　表面にＳｎめっき層又はＡｇめっき層を有することを特徴とする請求項１４に記載のリ
レー用可動片。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コネクタやプレスフィット等の端子、リードフレーム、バスバー、リレー用
可動片等の電子・電気機器用部品に適した電子・電気機器用銅合金、及び、この電子・電
気機器用銅合金からなる電子・電気機器用銅合金板条材、電子・電気機器用部品、端子、
バスバー、及び、リレー用可動片に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、コネクタやプレスフィット等の端子、リレー用可動片、リードフレーム、バスバ
ー等の電子・電気機器用部品には、導電性の高い銅又は銅合金が用いられている。
　ここで、電子機器や電気機器等の小型化にともない、これら電子機器や電気機器等に使
用される電子・電気機器用部品の小型化および薄肉化が図られている。このため、電子・
電気機器用部品を構成する材料には、高い強度や良好な曲げ加工性が求められている。ま
た、自動車のエンジンルーム等の高温環境下で使用されるコネクタの端子等においては、
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耐応力緩和特性も求められている。
【０００３】
　コネクタやプレスフィット等の端子、リレー用可動片、リードフレーム、バスバー等の
電子・電気機器用部品に使用される材料として、例えば特許文献１、２には、Ｃｕ－Ｍｇ
系合金が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特許第５０４５７８３号公報
【特許文献２】特開２０１４－１１４４６４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ここで、特許文献１に記載されたＣｕ－Ｍｇ系合金においては、Ｍｇの含有量が多いた
め、導電性が不十分であり、高い導電性が要求される用途には適用することが困難であっ
た。
　また、特許文献２に記載されたＣｕ－Ｍｇ系合金においては、Ｍｇの含有量が０．０１
～０．５ｍａｓｓ％、及びＰの含有量が０．０１～０．５ｍａｓｓ％とされており、冷間
加工性および曲げ加工性を大きく劣化させる粗大な化合物について考慮されておらず、冷
間加工性及び曲げ加工性が不十分であった。
【０００６】
　さらに、上述のＣｕ－Ｍｇ系合金においては、Ｍｇによって銅合金溶湯の粘度が上昇す
ることから、Ｐを添加しないと鋳造性が低下してしまうといった問題があった。
　また、最近では、電子・電気機器の軽量化にともない、これら電子機器や電気機器等に
使用されるコネクタ等の端子、リレー用可動片、リードフレーム等の電子・電気機器用部
品の薄肉化が図られている。このため、コネクタ等の端子においては、接圧を確保するた
めに、厳しい曲げ加工を行う必要があり、従来にも増して、曲げ加工性が要求されている
。
【０００７】
　この発明は、前述した事情に鑑みてなされたものであって、導電性、曲げ加工性に優れ
た電子・電気機器用銅合金、電子・電気機器用銅合金板条材、電子・電気機器用部品、端
子、バスバー、及び、リレー用可動片を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　この課題を解決するために、本発明の電子・電気機器用銅合金は、Ｍｇを０．１５ｍａ
ｓｓ％以上０．３５ｍａｓｓ％未満の範囲内、Ｐを０．０００５ｍａｓｓ％以上０．０１
ｍａｓｓ％未満の範囲内で含み、残部がＣｕおよび不可避的不純物からなり、導電率が７
５％ＩＡＣＳ超えであるとともに、走査型電子顕微鏡観察において、粒径０．１μｍ以上
のＭｇとＰを含有する化合物の平均個数が、０．５個／μｍ２以下とされていることを特
徴としている。
【０００９】
　上述の構成の電子・電気機器用銅合金によれば、Ｍｇの含有量が０．１５ｍａｓｓ％以
上０．３５ｍａｓｓ％未満の範囲内とされているので、銅の母相中にＭｇが固溶すること
により、導電率を大きく低下させることなく、強度、耐応力緩和特性を向上させることが
可能となる。具体的には導電率が７５％ＩＡＣＳ超えとされているので、高い導電性が要
求される用途にも適用することができる。また、Ｐを０．０００５ｍａｓｓ％以上０．０
１ｍａｓｓ％未満の範囲内で含んでいるので、Ｍｇを含む銅合金溶湯の粘度を下げること
ができ、鋳造性を向上させることができる。
【００１０】
　そして、走査型電子顕微鏡観察において、粒径０．１μｍ以上のＭｇとＰを含有する化
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合物の平均個数が、０．５個／μｍ２以下とされていることから、母相中には、割れの起
点となる粗大なＭｇとＰを含有する化合物が多く分散されておらず、曲げ加工性が向上す
ることになる。よって、複雑な形状のコネクタ等の端子、リレー用可動片、リードフレー
ム等の電子・電気機器用部品等を成形することが可能となる。
【００１１】
　ここで、本発明の電子・電気機器用銅合金においては、Ｍｇの含有量〔Ｍｇ〕（ｍａｓ
ｓ％）とＰの含有量〔Ｐ〕（ｍａｓｓ％）が、〔Ｍｇ〕＋２０×〔Ｐ〕＜０．５の関係式
を満足していることが好ましい。
　この場合、ＭｇとＰを含む粗大な化合物の生成を抑制でき、冷間加工性及び曲げ加工性
が低下することを抑制できる。
【００１２】
　また、本発明の電子・電気機器用銅合金においては、Ｍｇの含有量〔Ｍｇ〕（ｍａｓｓ
％）とＰの含有量〔Ｐ〕（ｍａｓｓ％）が、〔Ｍｇ〕／〔Ｐ〕≦４００の関係式を満たす
ことが好ましい。
　この場合、鋳造性を低下させるＭｇの含有量と鋳造性を向上させるＰの含有量との比率
を、上述のように規定することにより、鋳造性を確実に向上させることができる。
【００１３】
　さらに、本発明の電子・電気機器用銅合金においては、圧延方向に対して直交方向に引
張試験を行った際の０．２％耐力が３００ＭＰａ以上であることが好ましい。
　この場合、圧延方向に対して直交方向に引張試験を行った際の０．２％耐力が上述のよ
うに規定されているので、容易に変形することがなく、コネクタやプレスフィット等の端
子、リレー用可動片、リードフレーム、バスバー等の電子・電気機器用部品の銅合金とし
て特に適している。
【００１４】
　また、本発明の電子・電気機器用銅合金においては、残留応力率が１５０℃、１０００
時間で５０％以上であることが好ましい。
　この場合、応力緩和率が上述のように規定されていることから、高温環境下で使用した
場合であっても永久変形を小さく抑えることができ、例えばコネクタ端子等の接圧の低下
を抑制することができる。よって、エンジンルーム等の高温環境下で使用される電子機器
用部品の素材として適用することが可能となる。
【００１５】
　本発明の電子・電気機器用銅合金板条材は、上述の電子・電気機器用銅合金からなるこ
とを特徴としている。
　この構成の電子・電気機器用銅合金板条材によれば、上述の電子・電気機器用銅合金で
構成されていることから、導電性、強度、曲げ加工性、耐応力緩和特性に優れており、コ
ネクタやプレスフィット等の端子、リレー用可動片、リードフレーム、バスバー等の電子
・電気機器用部品の素材として特に適している。
　なお、本発明の電子・電気機器用銅合金板条材は、板材及びこれをコイル状に巻き取っ
た条材を含むものである。
【００１６】
　ここで、本発明の電子・電気機器用銅合金板条材においては、表面にＳｎめっき層又は
Ａｇめっき層を有することが好ましい。
　この場合、表面にＳｎめっき層又はＡｇめっき層を有しているので、コネクタやプレス
フィット等の端子、リレー用可動片、リードフレーム、バスバー等の電子・電気機器用部
品の素材として特に適している。なお、本発明において、「Ｓｎめっき」は、純Ｓｎめっ
き又はＳｎ合金めっきを含み、「Ａｇめっき」は、純Ａｇめっき又はＡｇ合金めっきを含
む。
【００１７】
　本発明の電子・電気機器用部品は、上述の電子・電気機器用銅合金板条材からなること
を特徴としている。なお、本発明における電子・電気機器用部品とは、コネクタやプレス
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フィット等の端子、リレー用可動片、リードフレーム、バスバー等を含むものである。こ
の構成の電子・電気機器用部品は、上述の電子・電気機器用銅合金板条材を用いて製造さ
れているので、小型化および薄肉化した場合であっても優れた特性を発揮することができ
る。
　また、本発明の電子・電気機器用部品においては、表面にＳｎめっき層又はＡｇめっき
層を有していてもよい。なお、Ｓｎめっき層及びＡｇめっき層は、予め電子・電気機器用
銅合金板条材に形成しておいてもよいし、電子・電気機器用部品を成形した後に形成して
もよい。
【００１８】
　本発明の端子は、上述の電子・電気機器用銅合金板条材からなることを特徴としている
。
　この構成の端子は、上述の電子・電気機器用銅合金板条材を用いて製造されているので
、小型化および薄肉化した場合であっても優れた特性を発揮することができる。
　また、本発明の端子においては、表面にＳｎめっき層又はＡｇめっき層を有していても
よい。なお、Ｓｎめっき層及びＡｇめっき層は、予め電子・電気機器用銅合金板条材に形
成しておいてもよいし、端子を成形した後に形成してもよい。
【００１９】
　本発明のバスバーは、上述の電子・電気機器用銅合金板条材からなることを特徴として
いる。
　この構成のバスバーは、上述の電子・電気機器用銅合金板条材を用いて製造されている
ので、小型化および薄肉化した場合であっても優れた特性を発揮することができる。
　また、本発明のバスバーにおいては、表面にＳｎめっき層又はＡｇめっき層を有してい
てもよい。なお、Ｓｎめっき層及びＡｇめっき層は、予め電子・電気機器用銅合金板条材
に形成しておいてもよいし、バスバーを成形した後に形成してもよい。
【００２０】
　本発明のリレー用可動片は、上述の電子・電気機器用銅合金板条材からなることを特徴
としている。
　この構成のリレー用可動片は、上述の電子・電気機器用銅合金板条材を用いて製造され
ているので、小型化および薄肉化した場合であっても優れた特性を発揮することができる
。
　また、本発明のリレー用可動片においては、表面にＳｎめっき層又はＡｇめっき層を有
していてもよい。なお、Ｓｎめっき層及びＡｇめっき層は、予め電子・電気機器用銅合金
板条材に形成しておいてもよいし、リレー用可動片を成形した後に形成してもよい。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、導電性、曲げ加工性に優れた電子・電気機器用銅合金、電子・電気機
器用銅合金板条材、電子・電気機器用部品、端子、バスバー、及び、リレー用可動片を提
供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本実施形態である電子・電気機器用銅合金の製造方法のフロー図である。
【図２】本実施例における化合物の観察結果の一例を示す写真及びＥＤＸ分析結果である
。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下に、本発明の一実施形態である電子・電気機器用銅合金について説明する。
　本実施形態である電子・電気機器用銅合金は、Ｍｇを０．１５ｍａｓｓ％以上０．３５
ｍａｓｓ％未満の範囲内、Ｐを０．０００５ｍａｓｓ％以上０．０１ｍａｓｓ％未満の範
囲内で含み、残部がＣｕおよび不可避的不純物からなる組成を有する。
　また、本実施形態である電子・電気機器用銅合金においては、導電率が７５％ＩＡＣＳ
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超えとされている。
　そして、本実施形態である電子・電気機器用銅合金においては、走査型電子顕微鏡観察
において、粒径０．１μｍ以上のＭｇとＰを含有する化合物の平均個数が、０．５個／μ
ｍ２以下とされている。
【００２４】
　また、本実施形態である電子・電気機器用銅合金においては、Ｍｇの含有量〔Ｍｇ〕（
ｍａｓｓ％）とＰの含有量〔Ｐ〕（ｍａｓｓ％）が、
　〔Ｍｇ〕＋２０×〔Ｐ〕＜０．５
の関係式を満足している。
　さらに、本実施形態では、Ｍｇの含有量〔Ｍｇ〕（ｍａｓｓ％）とＰの含有量〔Ｐ〕（
ｍａｓｓ％）が、
　〔Ｍｇ〕／〔Ｐ〕≦４００
の関係式を満足している。
【００２５】
　また、本実施形態である電子・電気機器用銅合金においては、圧延方向に対して直交方
向に引張試験を行った際の０．２％耐力が３００ＭＰａ以上とされている。すなわち、本
実施形態では、電子・電気機器用銅合金の圧延材とされており、圧延の最終工程における
圧延方向に対して直交方向に引張試験を行った際の０．２％耐力が上述のように規定され
ているのである。
　さらに、本実施形態である電子・電気機器用銅合金においては、残留応力率が１５０℃
、１０００時間で５０％以上とされている。
【００２６】
　ここで、上述のように成分組成、化合物、各種特性を規定した理由について以下に説明
する。
【００２７】
（Ｍｇ：０．１５ｍａｓｓ％以上０．３５ｍａｓｓ％未満）
　Ｍｇは、銅合金の母相中に固溶することで、導電率を大きく低下させることなく、強度
および耐応力緩和特性を向上させる作用を有する元素である。
　ここで、Ｍｇの含有量が０．１５ｍａｓｓ％未満の場合には、その作用効果を十分に奏
功せしめることができなくなるおそれがある。一方、Ｍｇの含有量が０．３５ｍａｓｓ％
以上の場合には、導電率が大きく低下するとともに、銅合金溶湯の粘度が上昇し、鋳造性
が低下するおそれがある。
　以上のことから、本実施形態では、Ｍｇの含有量を０．１５ｍａｓｓ％以上０．３５ｍ
ａｓｓ％未満の範囲内に設定している。
　なお、強度および耐応力緩和特性をさらに向上させるためには、Ｍｇの含有量の下限を
０．１６ｍａｓｓ％以上とすることが好ましく、０．１７ｍａｓｓ％以上とすることがさ
らに好ましい。また、導電率の低下及び鋳造性の低下を確実に抑制するためには、Ｍｇの
含有量の上限を０．３０ｍａｓｓ％以下とすることが好ましく、０．２８ｍａｓｓ％以下
とすることがさらに好ましい。
【００２８】
（Ｐ：０．０００５ｍａｓｓ％以上、０．０１ｍａｓｓ％未満）
　Ｐは、鋳造性を向上させる作用効果を有する元素である。
　ここで、Ｐの含有量が０．０００５ｍａｓｓ％未満の場合には、その作用効果を十分に
奏功せしめることができないおそれがある。一方、Ｐの含有量が０．０１ｍａｓｓ％以上
の場合には、ＭｇとＰを含有する粒径０．１μｍ以上の粗大な化合物が生成しやすくなる
ことから、この化合物が破壊の起点となり、冷間加工時や曲げ加工時に割れが生じるおそ
れがある。
　以上のことから、本実施形態においては、Ｐの含有量を０．０００５ｍａｓｓ％以上０
．０１ｍａｓｓ％未満の範囲内に設定している。なお、確実に鋳造性を向上させるために
は、Ｐの含有量の下限を０．０００７ｍａｓｓ％以上とすることが好ましく、０．００１
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ｍａｓｓ％以上とすることがさらに好ましい。また、粗大な化合物の生成を確実に抑制す
るためには、Ｐの含有量の上限を０．００９ｍａｓｓ％未満とすることが好ましく、０．
００８ｍａｓｓ％未満とすることがさらに好ましく、０．００７５ｍａｓｓ％以下とする
ことが好ましく、さらに０．００５０ｍａｓｓ％以下が好ましい。
【００２９】
（〔Ｍｇ〕＋２０×〔Ｐ〕＜０．５）
　上述のように、ＭｇとＰが共存することにより、ＭｇとＰを含む化合物が生成すること
になる。
　ここで、質量比で、Ｍｇの含有量を〔Ｍｇ〕、Ｐの含有量を〔Ｐ〕とした場合に、〔Ｍ
ｇ〕＋２０×〔Ｐ〕が０．５以上となる場合には、ＭｇおよびＰの総量が多く、ＭｇとＰ
を含む化合物が粗大化するとともに高密度に分布し、冷間加工時や曲げ加工時に割れが生
じやすくなるおそれがある。
　以上のことから、本実施形態においては、〔Ｍｇ〕＋２０×〔Ｐ〕を０．５未満に設定
している。なお、化合物の粗大化および高密度化を確実に抑制して、冷間加工時や曲げ加
工時における割れの発生を抑制するためには、〔Ｍｇ〕＋２０×〔Ｐ〕を０．４８未満と
することが好ましく、０．４６未満とすることがさらに好ましい。さらに好ましくは０．
４４未満である。
【００３０】
（〔Ｍｇ〕／〔Ｐ〕≦４００）
　Ｍｇは、銅合金溶湯の粘度を上昇させ、鋳造性を低下させる作用を有する元素であるこ
とから、鋳造性を確実に向上させるためには、ＭｇとＰの含有量の比率を適正化する必要
がある。
　ここで、質量比で、Ｍｇの含有量を〔Ｍｇ〕、Ｐの含有量を〔Ｐ〕とした場合に、〔Ｍ
ｇ〕／〔Ｐ〕が４００を超える場合には、Ｐに対してＭｇの含有量が多くなり、Ｐの添加
による鋳造性向上効果が小さくなるおそれがある。
　以上のことから、本実施形態においては、〔Ｍｇ〕／〔Ｐ〕を４００以下に設定してい
る。鋳造性をより向上させるためには、〔Ｍｇ〕／〔Ｐ〕を３５０以下とすることが好ま
しく、３００以下とすることがさらに好ましい。
　なお、〔Ｍｇ〕／〔Ｐ〕が過剰に低い場合には、Ｍｇが化合物として消費され、Ｍｇの
固溶による効果を得ることができなくなるおそれがある。ＭｇとＰを含有する化合物の生
成を抑制し、Ｍｇの固溶による耐力、耐応力緩和特性の向上を確実に図るためには、〔Ｍ
ｇ〕／〔Ｐ〕の下限を２０超えとすることが好ましく、２５超えであることがさらに好ま
しい。
【００３１】
（不可避不純物：０．１ｍａｓｓ％以下）
　その他の不可避的不純物としては、Ａｇ、Ｂ、Ｃａ、Ｓｒ、Ｂａ、Ｓｃ、Ｙ、希土類元
素、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｈｆ、Ｖ、Ｎｂ、Ｔａ、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｗ、Ｍｎ、Ｒｅ、Ｆｅ、Ｒｕ、Ｏ
ｓ、Ｃｏ、Ｓｅ、Ｔｅ、Ｒｈ、Ｉｒ、Ｎｉ、Ｐｄ、Ｐｔ、Ａｕ、Ｚｎ、Ｃｄ，Ｈｇ、Ａｌ
、Ｇａ、Ｉｎ、Ｇｅ、Ｓｎ、Ａｓ、Ｓｂ、Ｔｌ、Ｐｂ、Ｂｉ、Ｂｅ、Ｎ、Ｃ、Ｓｉ、Ｌｉ
、Ｈ、Ｏ、Ｓ等が挙げられる。これらの不可避不純物は、導電率を低下させる作用がある
ことから、総量で０．１ｍａｓｓ％以下とする。
　また、Ａｇ、Ｚｎ、Ｓｎは銅中に容易に混入して導電率を低下させるため、総量で５０
０ｍａｓｓｐｐｍ未満とすることが好ましい。特にＳｎは大きく導電率を減少させるため
、単独で５０ｍａｓｓｐｐｍ未満とすることが好ましい。
　さらに、Ｓｉ、Ｃｒ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ｆｅ、Ｃｏは、特に導電率を大きく減少させるとと
もに、化合物の形成により曲げ加工性を劣化させるため、これらの元素は総量で５００ｍ
ａｓｓｐｐｍ未満とすることが好ましい。
【００３２】
（ＭｇとＰを含有する化合物）
　本実施形態である電子・電気機器用銅合金においては、走査型電子顕微鏡で観察した結
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果、粒径０．１μｍ以上のＭｇとＰを含有する化合物の平均個数が、０．５個／μｍ２以
下とされている。これらのサイズの大きい化合物が多量に存在すると、これらの化合物が
割れの起点となり、曲げ加工性が大幅に劣化することになる。
【００３３】
　組織を調査した結果、粒径０．１μｍ以上のＭｇとＰを含有する化合物の平均個数が、
０．５個／μｍ２以下の場合、すなわち、ＭｇとＰを含有する化合物が存在しないあるい
は少量である場合、良好な曲げ加工性が得られることになる。
　さらに、上述の作用効果を確実に奏功せしめるためには、粒径０．０５μｍ以上のＭｇ
とＰを含有する化合物の平均個数が合金中に０．５個／μｍ２以下であることが、より好
ましい。
【００３４】
　なお、ＭｇとＰを含有する化合物の平均個数は、電界放出型走査電子顕微鏡を用いて、
倍率：５万倍、視野：約４．８μｍ２で１０視野の観察を行い、その平均値を算出する。
　また、ＭｇとＰを含有する化合物の粒径は、化合物の長径（途中で粒界に接しない条件
で粒内に最も長く引ける直線の長さ）と短径（長径と直角に交わる方向で、途中で粒界に
接しない条件で最も長く引ける直線の長さ）の平均値とする。
　粒径０．１μｍ以上のＭｇとＰを含有する化合物の単位面積当たりの平均個数（個数密
度）は、主に鋳造速度と中間熱処理温度、熱処理時間によって制御できる。上述の化合物
単位面積当たりの平均個数（個数密度）を低くするためには、鋳造速度を速く、中間熱処
理を高温短時間に設定することで達成できる。鋳造速度と中間熱処理条件は適宜選択する
ことになる。
【００３５】
（導電率：７５％ＩＡＣＳ超え）
　本実施形態である電子・電気機器用銅合金において、導電率を７５％ＩＡＣＳ超えに設
定することにより、コネクタやプレスフィット等の端子、リレー用可動片、リードフレー
ム、バスバー等の電子・電気機器用部品として良好に使用することができる。
　なお、導電率は７６％ＩＡＣＳ超えであることが好ましく、７７％ＩＡＣＳ超えである
ことがさらに好ましく、７８％ＩＡＣＳ超えであることがより好ましく、８０％ＩＡＣＳ
超えであることがさらに好ましい。
【００３６】
（０．２％耐力：３００ＭＰａ以上）
　本実施形態である電子・電気機器用銅合金においては、０．２％耐力を３００ＭＰａ以
上とすることにより、コネクタやプレスフィット等の端子、リレー用可動片、リードフレ
ーム、バスバー等の電子・電気機器用部品の素材として特に適するものとなる。なお、本
実施形態では、圧延方向に対して直交方向に引張試験を行った際の０．２％耐力が３００
ＭＰａ以上とされている。
　ここで、上述の０．２％耐力は３２５ＭＰａ以上であることが好ましく、３５０ＭＰａ
以上であることがさらに好ましい。
【００３７】
（残留応力率：５０％以上）
　本実施形態である電子機器用銅合金においては、上述のように、残留応力率が１５０℃
、１０００時間で５０％以上とされている。
　この条件における残留応力率が高い場合には、高温環境下で使用した場合であっても永
久変形を小さく抑えることができ、接圧の低下を抑制することができる。よって、本実施
形態である電子機器用銅合金は、自動車のエンジンルーム周りのような高温環境下で使用
される端子として適用することが可能となる。本実施形態では、圧延方向に対して直交方
向に応力緩和試験を行った残留応力率が１５０℃、１０００時間で５０％以上とされてい
る。
　ここで、上述の残留応力率は１５０℃、１０００時間で６０％以上とすることが好まし
く、１５０℃、１０００時間で７０％以上とすることがさらに好ましい。
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【００３８】
　次に、このような構成とされた本実施形態である電子・電気機器用銅合金の製造方法に
ついて、図１に示すフロー図を参照して説明する。
【００３９】
（溶解・鋳造工程Ｓ０１）
　まず、銅原料を溶解して得られた銅溶湯に、前述の元素を添加して成分調整を行い、銅
合金溶湯を製出する。なお、各種元素の添加には、元素単体や母合金等を用いることがで
きる。また、上述の元素を含む原料を銅原料とともに溶解してもよい。また、本合金のリ
サイクル材およびスクラップ材を用いてもよい。ここで、銅溶湯は、純度が９９．９９ｍ
ａｓｓ％以上とされたいわゆる４ＮＣｕ、あるいは９９．９９９ｍａｓｓ％以上とされた
いわゆる５ＮＣｕとすることが好ましい。溶解工程では、Ｍｇの酸化を抑制するため、ま
た水素濃度低減のため、Ｈ２Ｏの蒸気圧が低い不活性ガス雰囲気（例えばＡｒガス）によ
る雰囲気溶解を行い、溶解時の保持時間は最小限に留めることが好ましい。
【００４０】
　そして、成分調整された銅合金溶湯を鋳型に注入して鋳塊を製出する。なお、量産を考
慮した場合には、連続鋳造法または半連続鋳造法を用いることが好ましい。
　この際、銅合金溶湯の凝固時に、ＭｇとＰを含有する化合物が晶出物として形成される
ため、凝固速度を速くすることでＭｇとＰを含有する化合物サイズをより微細にすること
が可能となる。そのため、溶湯の冷却速度は０．５℃／ｓｅｃ以上とすることが好ましく
、さらに好ましくは１℃／ｓｅｃ以上であり、最も好ましくは１５℃／ｓｅｃ以上である
。
【００４１】
（均質化／溶体化工程Ｓ０２）
　次に、得られた鋳塊の均質化および溶体化のために加熱処理を行う。鋳塊の内部には、
凝固の過程においてＭｇが偏析して濃縮することにより発生したＣｕとＭｇを主成分とす
る金属間化合物等が存在することがある。そこで、これらの偏析および金属間化合物等を
消失または低減させるために、鋳塊を３００℃以上９００℃以下にまで加熱する加熱処理
を行うことで、鋳塊内において、Ｍｇを均質に拡散させたり、Ｍｇを母相中に固溶させた
りする。なお、この均質化／溶体化工程Ｓ０２は、非酸化性または還元性雰囲気中で実施
することが好ましい。
【００４２】
　ここで、加熱温度が３００℃未満では、溶体化が不完全となり、母相中にＣｕとＭｇを
主成分とする金属間化合物が多く残存するおそれがある。一方、加熱温度が９００℃を超
えると、銅素材の一部が液相となり、組織や表面状態が不均一となるおそれがある。よっ
て、加熱温度を３００℃以上９００℃以下の範囲に設定している。
　なお、後述する粗加工の効率化と組織の均一化のために、前述の均質化／溶体化工程Ｓ
０２の後に熱間加工を実施してもよい。この場合、加工方法に特に限定はなく、例えば圧
延、線引き、押出、溝圧延、鍛造、プレス等を採用することができる。また、熱間加工温
度は、３００℃以上９００℃以下の範囲内とすることが好ましい。
【００４３】
（粗加工工程Ｓ０３）
　所定の形状に加工するために、粗加工を行う。なお、この粗加工工程Ｓ０３における温
度条件は特に限定はないが、再結晶を抑制するために、あるいは寸法精度の向上のため、
冷間または温間加工となる－２００℃から２００℃の範囲内とすることが好ましく、特に
常温が好ましい。加工率（圧延率）については、２０％以上が好ましく、３０％以上がさ
らに好ましい。また、加工方法については、特に限定はなく、例えば圧延、線引き、押出
、溝圧延、鍛造、プレス等を採用することができる。
【００４４】
（中間熱処理工程Ｓ０４）
　粗加工工程Ｓ０３後に、溶体化の徹底、再結晶組織化または加工性向上のための軟化を
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目的として熱処理を実施する。熱処理の方法は特に限定はないが、晶出等により形成され
た上述の化合物の粒径を増大させないためには、高温、短時間の熱処理工程が必要となる
ため、好ましくは４００℃以上９００℃以下の保持温度、５秒以上１時間以下の保持時間
、より好ましくは５００℃以上９００℃以下の保持温度、５秒以上３０分以下の保持時間
で熱処理を行う。また非酸化雰囲気または還元性雰囲気中で熱処理を行う。
　また、加熱後の冷却方法は、特に限定しないが、水焼入など冷却速度が２００℃／ｍｉ
ｎ以上となる方法を採用することが好ましい。
　なお、粗加工工程Ｓ０３及び中間熱処理工程Ｓ０４は、繰り返し実施してもよい。
【００４５】
（仕上加工工程Ｓ０５）　
　中間熱処理工程Ｓ０４後の銅素材を所定の形状に加工するため、仕上加工を行う。なお
、この仕上加工工程Ｓ０５における温度条件は特に限定はないが、再結晶を抑制するため
、または軟化を抑制するために冷間、または温間加工となる－２００℃から２００℃の範
囲内とすることが好ましく、特に常温が好ましい。また、加工率は、最終形状に近似する
ように適宜選択されることになるが、仕上加工工程Ｓ０５において加工硬化によって強度
を向上させるためには、加工率を２０％以上とすることが好ましい。また。さらなる強度
の向上を図る場合には、加工率を３０％以上とすることがより好ましく、加工率を４０％
以上とすることがさらに好ましく、６０％以上とすることが最も好ましい。また加工率の
増加により曲げ加工性は劣化するため、９９％以下とすることが好ましい。
【００４６】
（仕上熱処理工程Ｓ０６）
　次に、仕上加工工程Ｓ０５によって得られた塑性加工材に対して、耐応力緩和特性の向
上および低温焼鈍硬化のために、または残留ひずみの除去のために、仕上熱処理を実施す
る。
　熱処理温度は、１００℃以上８００℃以下の範囲内とすることが好ましく、２００℃以
上７００℃以下の範囲内とすることがより好ましい。なお、この仕上熱処理工程Ｓ０６に
おいては、再結晶による強度の大幅な低下を避けるように、熱処理条件（温度、時間、冷
却速度）を設定する必要がある。
　例えば３００℃では１秒から１２０秒程度保持とすることが好ましい。この熱処理は、
非酸化雰囲気または還元性雰囲気中で行うことが好ましい。
　熱処理の方法は特に限定はないが、製造コスト低減の効果から、連続焼鈍炉による短時
間の熱処理が好ましい。
　さらに、上述の仕上加工工程Ｓ０５と仕上熱処理工程Ｓ０６とを、繰り返し実施しても
よい。
【００４７】
　このようにして、本実施形態である電子・電気機器用銅合金板条材（板材又はこれをコ
イル形状とした条材）が製出されることになる。なお、この電子・電気機器用銅合金板条
材の板厚は、０．０５ｍｍ超え３．０ｍｍ以下の範囲内とされており、好ましくは０．１
ｍｍ超え３．０ｍｍ未満の範囲内とされている。電子・電気機器用銅合金板条材の板厚が
０．０５ｍｍ以下の場合、大電流用途での導体としての使用には不向きであり、板厚が３
．０ｍｍを超える場合には、プレス打ち抜き加工が困難となる。
【００４８】
　ここで、本実施形態である電子・電気機器用銅合金板条材は、そのまま電子・電気機器
用部品に使用してもよいが、板面の一方、もしくは両面に、膜厚０．１～１００μｍ程度
のＳｎめっき層またはＡｇめっき層を形成してもよい。この際、電子・電気機器用銅合金
板条材の板厚がめっき層厚さの１０～１０００倍となることが好ましい。
　さらに、本実施形態である電子・電気機器用銅合金（電子・電気機器用銅合金板条材）
を素材として、打ち抜き加工や曲げ加工等を施すことにより、例えばコネクタやプレスフ
ィット等の端子、リレー用可動片、リードフレーム、バスバーといった電子・電気機器用
部品が成形される。
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【００４９】
　以上のような構成とされた本実施形態である電子・電気機器用銅合金によれば、Ｍｇの
含有量が０．１５ｍａｓｓ％以上０．３５ｍａｓｓ％未満の範囲内とされているので、銅
の母相中にＭｇが固溶することで、導電率を大きく低下させることなく、強度、耐応力緩
和特性を向上させることが可能となる。また、Ｐを０．０００５ｍａｓｓ％以上０．０１
ｍａｓｓ％未満の範囲内で含んでいるので、Ｍｇを含む銅合金溶湯の粘度を下げることが
でき、鋳造性を向上させることができる。
　また、本実施形態である電子・電気機器用銅合金においては、導電率が７５％ＩＡＣＳ
超えとされているので、高い導電性が要求される用途にも適用することができる。
【００５０】
　そして、本実施形態である電子・電気機器用銅合金においては、走査型電子顕微鏡観察
において、粒径０．１μｍ以上のＭｇとＰを含有する化合物の平均個数が、０．５個／μ
ｍ２以下とされていることから、母相中には、割れの起点となる粗大なＭｇとＰを含有す
る化合物が多く分散されておらず、曲げ加工性が向上することになる。よって、複雑な形
状のコネクタ等の端子、リレー用可動片、リードフレーム等の電子・電気機器用部品等を
成形することが可能となる。
【００５１】
　また、本実施形態である電子・電気機器用銅合金においては、Ｍｇの含有量〔Ｍｇ〕（
ｍａｓｓ％）とＰの含有量〔Ｐ〕（ｍａｓｓ％）が、〔Ｍｇ〕＋２０×〔Ｐ〕＜０．５の
関係式を満足しているので、ＭｇとＰの粗大な化合物の生成を抑制でき、冷間加工性及び
曲げ加工性が低下することを抑制できる。
　さらに、本実施形態である電子・電気機器用銅合金においては、Ｍｇの含有量〔Ｍｇ〕
（ｍａｓｓ％）とＰの含有量〔Ｐ〕（ｍａｓｓ％）が、〔Ｍｇ〕／〔Ｐ〕≦４００の関係
式を満たしているので、鋳造性を低下させるＭｇの含有量と鋳造性を向上させるＰの含有
量との比率が適正化され、Ｐ添加の効果により、鋳造性を確実に向上させることができる
。
【００５２】
　また、本実施形態である電子・電気機器用銅合金においては、０．２％耐力が３００Ｍ
Ｐａ以上とされ、残留応力率が１５０℃、１０００時間で５０％以上とされているので、
強度、耐応力緩和特性に優れており、コネクタやプレスフィット等の端子、リレー用可動
片、リードフレーム、バスバー等の電子・電気機器用部品の素材として特に適している。
【００５３】
　また、本実施形態である電子・電気機器用銅合金板条材は、上述の電子・電気機器用銅
合金で構成されていることから、この電子・電気機器用銅合金板条材に曲げ加工等を行う
ことで、コネクタやプレスフィット等の端子、リレー用可動片、リードフレーム、バスバ
ー等の電子・電気機器用部品を製造することができる。
　なお、表面にＳｎめっき層又はＡｇめっき層を形成した場合には、コネクタやプレスフ
ィット等の端子、リレー用可動片、リードフレーム、バスバー等の電子・電気機器用部品
の素材として特に適している。
【００５４】
　さらに、本実施形態である電子・電気機器用部品（コネクタやプレスフィット等の端子
、リレー用可動片、リードフレーム、バスバー等）は、上述の電子・電気機器用銅合金で
構成されているので、小型化および薄肉化しても優れた特性を発揮することができる。
【００５５】
　以上、本発明の実施形態である電子・電気機器用銅合金、電子・電気機器用銅合金板条
材、電子・電気機器用部品（端子、バスバー等）について説明したが、本発明はこれに限
定されることはなく、その発明の技術的思想を逸脱しない範囲で適宜変更可能である。
　例えば、上述の実施形態では、電子・電気機器用銅合金の製造方法の一例について説明
したが、電子・電気機器用銅合金の製造方法は、実施形態に記載したものに限定されるこ
とはなく、既存の製造方法を適宜選択して製造してもよい。
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【実施例】
【００５６】
　以下に、本発明の効果を確認すべく行った確認実験の結果について説明する。
　純度９９．９９ｍａｓｓ％以上の無酸素銅（ＡＳＴＭ　Ｂ１５２　Ｃ１０１００）から
なる銅原料を準備し、これを高純度グラファイト坩堝内に装入して、Ａｒガス雰囲気とさ
れた雰囲気炉内において高周波溶解した。得られた銅溶湯内に、各種添加元素を添加して
表１に示す成分組成に調製し、鋳型に注湯して鋳塊を製出した。なお、本発明例２、１９
、２０、は断熱材（イソウール）鋳型、本発明例２１、２２はカーボン鋳型、本発明例１
、３～１８、２３～３４、比較例１～３は水冷機能を備えた銅合金鋳型、比較例４、５は
加熱機能を備えたヒーター付き鉄製鋳型を鋳造用の鋳型として用いた。鋳塊の大きさは、
厚さ約１００ｍｍ×幅約１５０ｍｍ×長さ約３００ｍｍとした。
　この鋳塊の鋳肌近傍を面削し、最終製品の板厚が０．５ｍｍとなるように、鋳塊を切り
出してサイズを調整した。
　このブロックを、Ａｒガス雰囲気中において、表２に記載の温度条件で４時間の加熱を
行い、均質化／溶体化処理を行った。
【００５７】
　その後、表２に記載の条件で粗圧延を実施した後、ソルトバスを用いて表２に記載され
た温度条件で熱処理を行った。
　熱処理を行った銅素材を、適宜、最終形状に適した形にするために、切断するとともに
、酸化被膜を除去するために表面研削を実施した。その後、常温で、表２に記載された圧
延率で仕上圧延（仕上加工）を実施し、厚さ０．５ｍｍ、幅約１５０ｍｍ、長さ２００ｍ
ｍの薄板を製出した。
　そして、仕上圧延（仕上加工）後に、表２に示す条件で、Ａｒ雰囲気中で仕上熱処理を
実施し、その後、水焼入れを行い、特性評価用薄板を作成した。
【００５８】
（鋳造性）
　鋳造性の評価として、前述の鋳造時における肌荒れの有無を観察した。目視で肌荒れが
全くあるいはほとんど認められなかったものを◎、深さ１ｍｍ未満の小さな肌荒れが発生
したものを○、深さ１ｍｍ以上２ｍｍ未満の肌荒れが発生したものを△とした。また深さ
２ｍｍ以上の大きな肌荒れが発生したものは×とし、途中で評価を中止した。評価結果を
表３に示す。
　なお、肌荒れの深さとは、鋳塊の端部から中央部に向かう肌荒れの深さのことである。
【００５９】
（化合物観察）
　各試料の圧延面に対して、鏡面研磨、イオンエッチングを行った。ＭｇとＰを含有する
化合物を確認するため、ＦＥ－ＳＥＭ（電界放出型走査電子顕微鏡）を用い、１万倍の視
野（約１２０μｍ２／視野）で観察を行った。
　次に、ＭｇとＰを含有する化合物の密度（個／μｍ２）を調査するために、１万倍の視
野（約１２０μｍ２／視野）を選び、その領域で、５万倍で連続した１０視野（約４．８
μｍ２／視野）の撮影を行った。金属間化合物の粒径については、金属間化合物の長径（
途中で粒界に接しない条件で粒内に最も長く引ける直線の長さ）と短径（長径と直角に交
わる方向で、途中で粒界に接しない条件で最も長く引ける直線の長さ）の平均値とした。
そして、粒径０．１μｍ以上のＭｇとＰを含有する化合物と粒径０．０５μｍ以上のＭｇ
とＰを含有する化合物の密度（個／μｍ２）を求めた。化合物の観察結果を一例を図２に
示す。
【００６０】
（機械的特性）　
　特性評価用条材からＪＩＳ　Ｚ　２２４１に規定される１３Ｂ号試験片を採取し、ＪＩ
Ｓ　Ｚ　２２４１のオフセット法により、０．２％耐力を測定した。なお、試験片は、圧
延方向に直交する方向で採取した。評価結果を表３に示す。
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（導電率）　
　特性評価用条材から幅１０ｍｍ×長さ１５０ｍｍの試験片を採取し、４端子法によって
電気抵抗を求めた。また、マイクロメータを用いて試験片の寸法測定を行い、試験片の体
積を算出した。そして、測定した電気抵抗値と体積とから、導電率を算出した。なお、試
験片は、その長手方向が特性評価用条材の圧延方向に対して垂直になるように採取した。
評価結果を表３に示す。
【００６２】
（耐応力緩和特性）
　耐応力緩和特性試験は、日本伸銅協会技術標準ＪＣＢＡ－Ｔ３０９：２００４の片持は
りねじ式に準じた方法によって応力を負荷し、１５０℃の温度で１０００時間保持後の残
留応力率を測定した。評価結果を表３に示す。
　試験方法としては、各特性評価用条材から圧延方向に対して直交する方向に試験片（幅
１０ｍｍ）を採取し、試験片の表面最大応力が耐力の８０％となるよう、初期たわみ変位
を２ｍｍと設定し、スパン長さを調整した。上記表面最大応力は次式で定められる。
表面最大応力（ＭＰａ)＝１．５Ｅｔδ0/Ｌs

2

ただし、
Ｅ：ヤング率（ＭＰａ）
ｔ：試料の厚み(ｔ＝０．５ｍｍ)
δ０：初期たわみ変位（２ｍｍ）
Ｌｓ：スパン長さ（ｍｍ）　
である。
　１５０℃の温度で、１０００時間保持後の曲げ癖から、残留応力率を測定し、耐応力緩
和特性を評価した。なお残留応力率は次式を用いて算出した。
残留応力率（％）＝（１－δt/δ0）×１００
ただし、
δｔ：１５０℃で１０００時間保持後の永久たわみ変位（ｍｍ）－常温で２４ｈ保持後の
永久たわみ変位（ｍｍ）
δ０：初期たわみ変位（ｍｍ）
である。
【００６３】
（曲げ加工性）
　日本伸銅協会技術標準ＪＣＢＡ－Ｔ３０７：２００７の４試験方法に準拠して曲げ加工
を行った。圧延方向に対して曲げの軸が直交方向になるように、特性評価用薄板から幅１
０ｍｍ×長さ３０ｍｍの試験片を複数採取し、曲げ角度が９０度、曲げ半径は、仕上圧延
率が８５％超の場合は０．５ｍｍ（Ｒ／ｔ＝１．０）、仕上圧延率が８５％以下の場合は
曲げ半径が０．３ｍｍ（Ｒ／ｔ＝０．６）のＷ型の治具を用い、Ｗ曲げ試験を行った。
　曲げ部の外周部を目視で観察して割れが観察された場合は「×」、大きなしわが観察さ
れた場合は○、破断や微細な割れ、大きなしわを確認できない場合を◎として判定を行っ
た。なお、◎、○は許容できる曲げ加工性と判断した。評価結果を表３に示す。
【００６４】
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【表１】

【００６５】
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【表２】

【００６６】
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【表３】

【００６７】
　比較例１は、Ｍｇの含有量が本発明の範囲よりも少なく、耐力、及び、耐応力緩和特性
が不十分であった。
　比較例２は、Ｍｇの含有量が本発明の範囲よりも多く、導電率が低かった。
　比較例３は、Ｐの含有量が本発明の範囲よりも多く、中間圧延で割れが発生し、評価が
できなかった。
　比較例４、５は、Ｍｇ及びＰの含有量が多く、かつ、鋳造時の冷却速度が遅いため、化
合物が多く、曲げ加工性に劣っていた。
【００６８】
　これに対して、本発明例においては、鋳造性、強度（０．２％耐力）、導電率、耐応力
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緩和特性（残留応力率）、曲げ加工性に優れていることが確認される。
　以上のことから、本発明例によれば、導電性、曲げ加工性に優れた電子・電気機器用銅
合金、電子・電気機器用銅合金板条材を提供できることが確認された。　

【図１】 【図２】



(18) JP 6226098 B2 2017.11.8

10

20

30

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
   　　　　                                Ｃ２２Ｆ    1/00     ６３０Ｋ        　　　　　
   　　　　                                Ｃ２２Ｆ    1/00     ６６１Ａ        　　　　　
   　　　　                                Ｃ２２Ｆ    1/00     ６９１Ｂ        　　　　　
   　　　　                                Ｃ２２Ｆ    1/00     ６８５Ａ        　　　　　
   　　　　                                Ｃ２２Ｆ    1/00     ６８５Ｚ        　　　　　
   　　　　                                Ｃ２２Ｆ    1/00     ６９１Ｃ        　　　　　
   　　　　                                Ｃ２２Ｆ    1/00     ６９２Ａ        　　　　　
   　　　　                                Ｃ２２Ｆ    1/00     ６９４Ａ        　　　　　

(72)発明者  松永　裕隆
            埼玉県北本市下石戸上１９７５－２　三菱マテリアル株式会社　中央研究所内
(72)発明者  牧　一誠
            福島県会津若松市扇町１２８－７　三菱伸銅株式会社内

    審査官  川村　裕二

(56)参考文献  特開２０１４－２５０８９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平５－３１１２８３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１５－４８５０３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１５－１０１７７３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特許第６１８７６２９（ＪＰ，Ｂ１）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｃ２２Ｃ　　　９／００－　９／１０
              Ｃ２２Ｆ　　　１／００－　１／１８
              Ｈ０１Ｂ　　　１／０２　　　　
              Ｈ０１Ｂ　　　５／０２　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

